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１ 医療的ケア児等支援に関する
本県の現状と課題
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（１） 本県の重症心身障がい児（者）の状況

人数（人）

在宅 ４３４

入所（療養介護、医療型障害児入所） ２５６

合計 ６９０

在宅の人数は、各児童相談所が把握している数。
児童相談所の関与がない在宅の重心児（者）については、実

態を把握できていない。
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（２） 障がい保健福祉圏域におけるサービス事業所等の分布
（重症心身障がい児（者）関係）

重心児（者）を受け入れる施
設や短期入所事業所は、県央部
から県南部に集中。

県北部及び県西部については、
受入れ資源が乏しく、特に家族
のレスパイトのための短期入所
事業所の不足は大きな課題と
なっている。
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（３） 本県の課題と目指すべき方向性

・ 重症心身障がい児(者)をはじめとする医療的ケア児（以下「医療的ケ
ア児等)」）の入所施設の偏在

・ 在宅で医療的ケア児等を看護する家族の負担軽減のための短期入所・
通所系事業所の不足

・ 医療的ケア児等及びその家族の社会参加への支援不足
（保育、教育での預かりや短期入所等を利用した就労、社会参加機会の
確保の困難さ）

・ 医療的ケア児等を専門に診療する小児科医等の不足

・ 小児慢性特定疾病における医療的ケアを要する児童等への支援におけ
る福祉と医療の連携不足

① 課題
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（３） 本県の課題と目指すべき方向性

・ 医療的ケア児等の成長や家族の状況に応じて、必要なサービスを選択で
きる体制の整備

・ 医療的ケア児等及び家族に対する保育、教育、就労等の各側面での医療
サービスの提供（保育所配置看護師のスキル向上、学校への看護師の配置、
福祉事業所・医療機関等における医療サービスの高度化）

・ 医療機関と福祉事業所等との連携強化によるＮＩＣＵ等から福祉サー
ビス・在宅医療サービスへの円滑な移行

・ 小児慢性特定疾病児童等の在宅での適切な保育や医療、自立の促進

・ 小児科医の確保（特に、県立こども療育センターと重心児の受入れの
中核となっている２病院の体制強化及び人材育成拠点としての機能強化）

② 目指すべき方向性
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２ 課題に対する取組内容
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① 既存の医療・福祉資源の活用
県内の介護老人保健施設における空床利用型の短期入所への参入や訪問看護ス

テーション、福祉型児童発達支援事業所等で重心児(者)等の医療的ケアに対応で
きる体制整備を促進するための働きかけを行う。

② 福祉・医療サービス提供体制の充実
こども療育センター等医療型障害児入所施設において、医療スタッフの技術の
高度化を進め、新規事業所に対する技術的支援体制を整備することにより、特に、
県北・県西地域における短期入所事業所の開拓を目指す。

③ 医療・保健・保育・教育分野との連携強化
福祉と医療・保健・保育・教育の関係機関との連携強化のための連絡・調整の

場及び医療的ケア児等が必要な支援を受けられるよう一元化した相談窓口となる
コーディネーターを、モデル的にこども療育センターに設置する。

（１）取り組むべき施策
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（２）医療的ケア児等への支援に関するこれまでの本県の取組

① 重症心身障がい児（者）療育研究支援事業（H28年度～）

事業概要
○重心児に対する医療や療育サービスの向上のための研修等
・医師や看護師等従事者の資質や専門性の向上のための研修
・重心児医療・療育技術の普及啓発

○重心児に対する在宅サービスの充実に向けた研修
・短期入所施設の職員等向けの研修
・訪問看護ステーションの看護師等向けの研修

○関係機関との連携
重心医療に係る関係機関との連絡会議の開催

② 重症心身障がい児（者）在宅生活支援事業（H27年度～）

事業概要
医療的ケアの必要な重心児(者)を対象とした短期入所等の新たな実施あるいは受入人員の拡大を目

指す医療機関等に対し、医療機器等の購入や施設・設備の整備に要する費用の一部を補助する。

【実施主体】医療機関、障害福祉サービス事業所等
【補 助 率】１／２以内
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（３）モデル事業としての取組

① 県立こども療育センターにコーディネーターを配置し相談機能を強化

医療的ケア児等が必要な支援を受けやすくなるよう、県立こども療育センターにコーディネーター
を配置し、相談機能及び医療機関や関係事業所との調整機能を強化

保健、医療、福祉その他の分野の連携のための協議の場の事務局としての機能を想定
（立ち上げに関しては、県立こども療育センター医師や県障がい福祉課の指揮・関与が必要）

○ 各地域の医療的ケア児コーディネーター育成のモデルケースとして課題を検討
・ どのような立場の者が適任か、どの機関に配置するか

候補として、相談支援専門員、市町村保健センター保健師、医療機関の医療連携室看護師など

・ 重心児、医療的ケア児の実数、必要な医療的ケアなど生活状況の実態把握が必要
現状の方法では実態を反映していない。
支給決定を行う市町村の協力を得て実態把握調査の実施を検討
（療育手帳、身体障害者手帳に加え、必要な医療的ケアについても把握の必要）
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（３）モデル事業としての取組

② 医療・保健・福祉・教育の各分野における関係機関との連携強化のための連携会議の
設置

連携会議設置に当たり、総合周産期母子医療センターを有する宮崎大学医学部をはじめ、庁内関係
部局、市町村、障害児入所施設、医療機関、障害福祉サービス事業所等との意見交換を実施

（連携会議のあり方）
県全域における分野を超えた連携の枠組を決定する場として設置 （県障害児福祉計画に位置付け）
↓ 立ち上げや運営に関する指導、総合調整

各障害保健福祉圏域又は市町村に設置される連携・協議の場 （市町村障害児福祉計画に位置付け）

（構成員）
保健所長会、宮崎大学（ＮＩＣＵ、小児科）、県医師会（小児科医会）、訪問看護事業所代表、

障害福祉サービス事業所代表、特別支援学校代表、保育所等代表、当事者団体代表、行政機関

（検討事項）
・ 宮崎大学の協力の下、実際にＮＩＣＵから在宅へ移行する児の実情を把握するため、入院時から
カンファレンスに参画し、各分野の支援状況を調査

・ 調査結果に基づき、連携の課題や支援のあり方を協議
・ 地域のコーディネーター設置に向けて、コーディネーターの養成、顔の見えるネットワークづく
りの課題を整理
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（３）モデル事業としての取組
③ 併行通園、学校における医療的ケアに関する調査

１ 併行通園について
保育所、認定こども園等に通う医療的ケア児は、平成２８年度は１名、平成２９年度は２名（１名

はＩ型糖尿病、１名は経管栄養）であった。
保護者の意向や受入側の体制に関する情報の把握、コーディネートする窓口の強化などに加え、

対象児の数や必要な医療的ケアなどの実態が分からないといった課題があり、また、既に発達障がい
児などの受入れのある保育所については、報酬上のメリットがないことから、普及を進める上では、
人的・財政的な支援も検討していかなければならない。

２ 学校における医療的ケアについて
学校における看護師配置は２５人であるが、個別対応医療的ケアから通常対応医療的ケアへの移行

（保護者待機を外す）のためには、更なる看護師の配置やＰＨＳ導入の検討などが必要。
現在は、週３回、３時間を限度に保護者待機を解除している状況。

教育委員会においては、医療的ケア運営協議会において、清武せいりゅう支援学校をモデル校とし
て緊急時対応マニュアルの見直しや人口呼吸器ケアガイドラインの作成に取り組んでいる。
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（３）モデル事業としての取組

④ 受入促進に係る人材育成
現在、実際に医ケア児等を受け入れている児童発達支援事業所の職員に対する具体的な医療的ケア

の知識・技術を習得するための研修や、今後、市町村における医療的ケア児等コーディネーターとして
活動いただくことが想定される、相談支援専門員、市町村保健師等を対象とし、医療的ケア児の支援全
般に関する知識を習得するための研修会を実施。（３月実施予定）
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（４）今後の活動内容

・ 連携会議の開催
連携会議の場において、来年度以降の活動内容を協議

・ 既存資源の更なる活用に向けた検討
医療機関におけるレスパイト入院や併行通園に係る差額補助等、重心児を含む医療的ケア児

の受入施設の拡大に向けた施策の検討

・ 市町村の医療的ケア児コーディネーターの育成
障害児福祉計画において各市町村への配置が求められている医療的ケア児の支援に関する

コーディネーターについて、養成研修を実施し、配置を促進
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